


　株主の皆様におかれましては、

日頃よりトピー工業グループに対

し、ご理解とご支援を賜り、感謝

申しあげます。

　さて、当社第123回定時株主

総会を６月23日（金曜日）に開

催いたしますので、ここに招集の

ご通知をお届けいたします。第

123期（平成28年4月1日から平

成29年3月31日まで）の概況及び

株主総会の議案についてご説明

申しあげますので、ご高覧くださ

いますようお願い申しあげます。

平成29年６月

代表取締役社長
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トピー工業グループの存続と

発展を通じて、

広く社会の公器としての

責務を果たし、

内外の信頼を得る。

グループ基本理念

　当社グループは、顧客の満足を

得られる品質とコストを追求した商

品を提供することで、社会の発展に

寄与し、また、適時・適切な情報

開示、地域社会への貢献、地球環

境問題への積極的な取り組み等を

通じて、企業として社会的責任を果

たしていくことにより、当社の企業

価値ひいては株主の皆様の共同の

利益を一層高めていくことを使命と

しております。
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証券コード　7231
平成29年６月１日

株 主 各 位

東京都品川区大崎一丁目２番２号

代表取締役
社　　　長 藤 井 康 雄

第123回定時株主総会招集ご通知

拝啓　日頃より格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。
さて、当社第123回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださいますよ

うご通知申しあげます。
なお、当日ご出席願えない場合は、書面またはインターネットにより議決権を行使することが

できますので、後記の株主総会参考書類をご検討いただき、議決権をご行使くださいますようお
願い申しあげます。

〔書面（議決権行使書）による議決権行使の場合〕
同封の議決権行使書用紙に賛否をご表示のうえ、平成29年６月22日（木曜日）午後５時30分

までに到着するようご返送くださいますようお願い申しあげます。

〔インターネットによる議決権行使の場合〕
当社の指定するインターネット上の議決権行使ウェブサイト（http://www.web54.net）を通

じて、平成29年６月22日（木曜日）午後５時30分までに議決権をご行使くださいますようお願
い申しあげます。なお、インターネットにより議決権をご行使される際には、４頁の「インター
ネットによる議決権行使のご案内」をお読みください。

敬　具

－ 1 －

狭義招集
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記

１．日　　時 平成29年６月23日（金曜日）午前10時
２．場　　所 東京都品川区大崎一丁目２番２号

アートヴィレッジ大崎セントラルタワー７階
当社会議室

３．目的事項
報告事項 １）第123期（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）事業報告、連結計

算書類ならびに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件
２）第123期（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）計算書類報告の件

決議事項 議　　　案　取締役７名選任の件
４．招集にあたっての決定事項

１）書面（議決権行使書）による議決権行使における議案につき賛否のご表示をされない場
合は、賛成の意思表示があったものとさせていただきます。

２）複数回議決権をご行使された場合、当社に最後に到着した行使を有効な議決権行使とし
てお取扱いいたします。なお、インターネットによる議決権行使と議決権行使書面が同
日に到着した場合は、インターネットによるものを有効な議決権行使としてお取扱いい
たします。

以　上
◎　当日ご出席の際は、同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください。また、資源節約

のため、本招集ご通知をご持参くださいますようお願い申しあげます。
◎　本定時株主総会招集ご通知に際して提供すべき書類のうち、「連結計算書類の連結注記表」

及び「計算書類の個別注記表」につきましては、法令及び当社定款第15条の規定に基づき、
インターネット上の当社ウェブサイト（http://www.topy.co.jp/）に掲載しておりますの
で、本定時株主総会招集ご通知提供書面には記載いたしておりません。
したがいまして、本定時株主総会招集ご通知提供書面は、監査役が監査報告を、会計監査人
が会計監査報告をそれぞれ作成するに際して監査をした連結計算書類または計算書類の一部
です。

◎　株主総会参考書類ならびに事業報告、連結計算書類及び計算書類に修正が生じた場合は、上
記の当社ウェブサイトに掲載させていただきます。

－ 2 －

狭義招集



議決権行使書のご記入方法のご案内

こちらに、議案の賛否をご記入ください。

　全員賛成の場合………「賛」の欄に○印

　全員否認する場合……「否」の欄に○印

　一部の候補者を………「賛」の欄に○印をし、
　否認する場合 否認する候補者の番号を

ご記入ください。

議決権行使のご案内
株主総会参考書類をご検討いただき、議決権をご行使くださいますようお願い申しあげます。

● 議決権の行使には以下の3つの方法がございます。

株主総会へ
出席する場合

議決権行使書を
郵送する場合

インターネット
による議決権
行使の場合

同封の議決権行使書用紙をご持参
いただき、株主総会当日に会場受
付にご提出ください。
（ご捺印は不要です）

同封の議決権行使書用紙に議案に
対する賛否をご記入のうえ、切手
を貼らずにご投函ください。
※�議決権行使書のご記入方法につい
ては、下記をご参照ください。

当社の指定する議決権行使専用
ウェブサイトにアクセスいただき行
使ください。
※�インターネットによる議決権行使に
ついては、4頁をご参照ください。

株主総会開催日時 行 使 期 限 行 使 期 限

平成29年6月23日（金曜日）
午前10時

平成29年6月22日（木曜日）
午後5時30分到着分まで

平成29年6月22日（木曜日）
午後5時30分到着分まで

インターネットによる議決権行使に必要となる
「議決権行使コード」と「パスワード」が記載されています。
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インターネットにより本総会の議決権を行使される場合は、あらかじめ次の事項をご了承いただきますよう、
お願い申しあげます。

インターネットによる議決権行使は、当社の指定する以
下の議決権行使ウェブサイトをご利用いただくことによっ
てのみ可能です。

1） ‌�パスワードは、ご投票される方が株主様ご本人であ
ることを確認するための重要な情報です。印鑑や暗
証番号同様、大切にお取扱いください。

2） ‌�パスワードは一定回数以上間違えると使用できなくな
ります。パスワードの再発行をご希望の場合は、画
面の案内に従ってお手続きください。

3） ‌�議決権行使書用紙に記載されている議決権行使コー
ドは、本総会に限り有効です。

1 議決権行使ウェブサイトについて

1） ‌�インターネットにより議決権を行使される場合は、同
封の議決権行使書用紙に表示された「議決権行使
コード」及び「パスワード」をご利用になり、画面の
案内に従って賛否をご入力ください。

2） ‌�複数回議決権をご行使された場合、当社に最後に到着
した行使を有効な議決権行使としてお取扱いいたしま
す。なお、インターネットによる議決権行使と議決権
行使書面が同日に到着した場合は、インターネットによ
るものを有効な議決権行使としてお取扱いいたします。

3） ‌�議決権行使ウェブサイトをご利用いただく際のプロバ
イダー及び通信事業者の料金（接続料金等）は、
株主様のご負担となります。

2 議決権行使のお取扱いについて

3 パスワード及び議決権行使コードのお取扱いについて

4 パソコン等の操作方法に関するお問い合わせ先について

1）‌�本サイトでの議決権行使に関するパソコン等の操作
方法がご不明な場合は、下記にお問い合わせください。

三井住友信託銀行 証券代行ウェブサポート専用ダイヤル
電話 0120-652-031（受付時間　9:00～21:00）

2）‌�その他のご照会は、以下の問い合わせ先にお願い
いたします。

（1）�証券会社に口座をお持ちの株主様
　　お取引の証券会社あてお問い合わせください。

（2）�証券会社に口座のない株主様（特別口座をお持ちの株主様）

三井住友信託銀行　証券代行事務センター
電話 0120-782-031（受付時間9:00～17:00 土日休日を除く）

インターネットによる議決権行使のご案内

▶http://www.w
ウ ェ ブ 行 使

eb54.net議決権行使
ウェブサイトアドレス
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株主総会参考書類

議　　　案　取締役７名選任の件
本総会終結の時をもって、取締役全員（５名）は任期満了となります。つきましては、取締

役７名の選任をお願いするものであります。
取締役候補者は次のとおりであります。

候補者
番　号

ふ り が な

氏 名
( 生 年 月 日 )

略 歴 、 当 社 に お け る 役 職 名 ・ 委 嘱 職 掌
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当社の株式数

１ ふじ
藤

い
井

やす
康

お
雄

(昭和26年10月14日生)

昭和52年４月 新日本製鐵株式會社入社

7,500株

平成17年６月 同社取締役建材事業部堺製鐵所長
平成18年６月 同社執行役員建材事業部堺製鐵所長
平成19年４月 同社執行役員八幡製鐵所長
平成21年４月 同社常務執行役員君津製鐵所長
平成23年４月 当社顧問

新日本製鐵株式會社執行役員
平成23年６月 当社代表取締役社長（現任）

〔取締役候補者とした理由〕
　人格・識見・実行力ともに優れ、主に鉄鋼事業の分野に精通し、平成23年から代表取締役社長として
当社グループの経営全般を統括する等、豊富な知識と経験を有しております。
　上記の知識・経験に基づき、当社全体を見渡す観点を持って経営に携わることにより、取締役会の意
思決定機能及び監督機能の強化が期待されるため、選任をお願いするものであります。

新任

２
たか
高

まつ
松

のぶ
信

ひこ
彦

(昭和30年６月２日生)

昭和54年４月 新日本製鐵株式會社入社

3,000株

平成23年４月 同社執行役員製銑技術部長
平成24年４月 同社顧問

ウジミナス社執行役員技術・品質担当
平成26年８月 同社副社長経営企画担当
平成28年４月 新日鐵住金株式会社常務執行役員グローバ

ル事業推進本部副本部長
平成28年９月 ウジミナス社取締役
平成29年４月 当社専務執行役員社長補佐（現任）

新日鐵住金株式会社顧問（現任）
〔取締役候補者とした理由〕
　人格・識見・実行力ともに優れ、主に鉄鋼事業の分野に精通し、海外事業の展開や経営全般を統括す
る等、豊富な知識と経験を有しております。
　上記の知識・経験に基づき、当社の中期経営計画「Growth & Change 2018」の全体統括者として経
営に携わることにより、取締役会の意思決定機能及び監督機能の強化が期待されるため、選任をお願い
するものであります。

－ 5 －

取締役選任議案
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候補者
番　号

ふ り が な

氏 名
( 生 年 月 日 )

略 歴 、 当 社 に お け る 役 職 名 ・ 委 嘱 職 掌
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当社の株式数

３ いし
石

い
井

やす
泰

と
人

(昭和27年12月５日生)

昭和51年４月 当社入社

5,600株

平成20年４月 当社執行役員経営企画部特命担当部長
平成22年４月 当社執行役員効率改善部長
平成24年７月 当社執行役員業務改革推進部長
平成25年４月 当社常務執行役員技術、安全、品質、環境、

技術研究、新事業開発、業務改革に関する
事項担当、技術統括部長兼業務改革推進部
長

平成25年６月 当社常務取締役技術、安全、品質、環境、
技術研究、新事業開発、業務改革に関する
事項担当、技術統括部長兼業務改革推進部
長

平成27年４月 当社専務取締役技術統括部、業務改革推進
部、安全管掌

平成28年４月 当社取締役副社長技術統括部、業務改革推
進部、安全管掌

平成28年７月 当社取締役副社長技術部、IoT推進部、安全
管掌（現任）

（重要な兼職の状況）
福建トピー汽車零件有限公司監事、トピー パリンダ マニフ
ァクチャリング インドネシア Komisaris

〔取締役候補者とした理由〕
　人格・識見・実行力ともに優れ、主に技術部門に携わり、現在、技術部、IoT推進部、安全管掌として
当社グループ全体の技術や研究、開発を統括する等、豊富な知識と経験を有しております。
　上記の知識・経験に基づき、当社全体を見渡す観点をもって経営に携わることにより、取締役会の意
思決定機能及び監督機能の強化が期待されるため、選任をお願いするものであります。

４ こ
小

じま
島

 
　

ただし
正

(昭和28年８月２日生)

昭和51年４月 当社入社

5,100株

平成23年４月 当社執行役員内部監査部長
平成26年４月 当社常務執行役員内部監査部長
平成27年４月 当社常務執行役員総務部管掌
平成27年６月 当社常務取締役総務部管掌
平成28年４月 当社専務取締役総務部管掌
平成29年４月 当社取締役副社長総務部、人事部管掌（現

任）
（重要な兼職の状況）
トピーアメリカ, INC. Director、トピー・エムダブリュ・
マニュファクチャリング・メキシコ S.A. DE C.V. Director

〔取締役候補者とした理由〕
　人格・識見・実行力ともに優れ、主に管理部門に携わり、現在、総務部、人事部管掌として当社グル
ープ全体の管理運営やリスクマネジメントを統括する等、豊富な知識と経験を有しております。
　上記の知識・経験に基づき、当社全体を見渡す観点をもって経営に携わることにより、取締役会の意
思決定機能及び監督機能の強化が期待されるため、選任をお願いするものであります。

－ 6 －

取締役選任議案
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候補者
番　号

ふ り が な
氏 名
( 生 年 月 日 )

略 歴 、 当 社 に お け る 役 職 名 ・ 委 嘱 職 掌
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当社の株式数

新任

５
さい
齋

とう
藤

のり
德

お
夫

(昭和31年12月13日生)

昭和54年４月 当社入社

3,700株

平成19年４月 当社執行役員プレス事業部副事業部長
平成23年６月 当社取締役プレス事業部長
平成25年４月 当社取締役常務執行役員自動車・産業機械

部品事業に関する事項担当、プレス事業部
長

平成25年６月 当社常務執行役員自動車・産業機械部品事
業に関する事項担当、プレス事業部長

平成27年４月 当社常務執行役員経営企画部長
平成29年４月 当社専務執行役員経営企画部、財務部管掌

（現任）
（重要な兼職の状況）
トピー履帯（中国）有限公司監事

〔取締役候補者とした理由〕
　人格・識見・実行力ともに優れ、海外駐在やスチール、プレス及び造機事業部営業部門等に携わり、
現在、経営企画部、財務部管掌として当社グループ全体の経営計画や事業戦略を統括する等、豊富な知
識と経験を有しております。
　上記の知識・経験に基づき、当社全体を見渡す観点をもって経営に携わることにより、取締役会の意
思決定機能及び監督機能の強化が期待されるため、選任をお願いするものであります。

６ いの
井

うえ
上

 
　

つよし
毅

(昭和27年４月４日生)
社外 独立

昭和51年４月 日本開発銀行入行

0株

平成18年６月 日本政策投資銀行監事
平成20年10月 株式会社日本政策投資銀行常勤監査役
平成22年６月 日本原燃株式会社常務取締役
平成25年６月 同社取締役常務執行役員
平成26年６月 株式会社価値総合研究所代表取締役社長

（現任）
平成28年６月 当社取締役（現任）

株式会社日本経済研究所代表取締役社長
（現任）

（重要な兼職の状況）
株式会社日本経済研究所代表取締役社長、株式会社価値総合
研究所代表取締役社長、三菱製紙株式会社社外監査役、富士
石油株式会社社外監査役

〔社外取締役候補者とした理由〕
　人格・識見・実行力ともに優れ、主に経営者として培った豊富な知識と経験を有しております。
　上記の知識・経験に基づく取締役会の意思決定における発言等により、取締役会の意思決定機能及び
監督機能の強化が期待されるため、選任をお願いするものであります。

－ 7 －

取締役選任議案
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候補者
番　号

ふ り が な
氏 名
( 生 年 月 日 )

略 歴 、 当 社 に お け る 役 職 名 ・ 委 嘱 職 掌
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当社の株式数

新任

７
もり
森

わき
脇

すみ
純

お
夫

(昭和32年３月３日生)
社外 独立

昭和56年４月 弁護士登録（現在に至る）
石井法律事務所入所（現在に至る）

0株

平成３年４月 同所パートナー（現任）
平成11年４月 最高裁判所司法研修所教官（民事弁護）
平成19年４月 東京大学法科大学院客員教授
平成27年５月 日本弁護士連合会司法制度調査会委員長
（重要な兼職の状況）
弁護士、石井法律事務所パートナー、JSR株式会社社外監査
役

〔社外取締役候補者とした理由〕
　人格・識見・実行力ともに優れ、弁護士として長年培った法律に関する豊富な知識と経験を有してお
ります。
　過去に社外役員となること以外の方法で会社の経営に関与された経験はありませんが、上記の知識・
経験に基づく取締役会の意思決定における発言等により、取締役会の意思決定機能及び監督機能の強化
が期待されるため、社外取締役としての職務を適切に遂行していただけるものと判断し、選任をお願い
するものであります。

（注）１．各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
２．井上　毅氏及び森脇純夫氏は社外取締役候補者であります。なお、当社は、井上　毅氏を東京・名古

屋証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、各取引所に届け出ております。また、森脇純夫
氏を独立役員として届け出る予定であります。

３．井上　毅氏の社外取締役としての在任期間は、本株主総会終結の時をもって１年となります。
４．当社は井上　毅氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任

を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任限度額は、法令が規定する額と
しており、井上　毅氏の再任が承認された場合は、同氏との間で当該契約を継続する予定であります。
また、森脇純夫氏が選任された場合、同様の責任限定契約を締結する予定であります。

５．高松信彦氏は新日鐵住金株式会社顧問を、井上　毅氏は株式会社日本経済研究所代表取締役社長及び
株式会社価値総合研究所代表取締役社長を、平成29年６月をもって退任する予定であります。

以　上

－ 8 －
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（提供書面）

事　業　報　告
(平成28年 4 月 1 日から
平成29年 3 月31日まで)

１．企業集団の現況に関する事項
１）事業の経過及び成果

当連結会計年度における世界経済は、米国は景気が堅調に推移し、欧州も回復傾向が続き
ました。また、中国及び新興国でも期央より持ち直しの動きが見られ、全体としては緩やか
に回復しました。わが国経済は、雇用情勢の改善や鉱工業生産の持ち直し等により緩やかな
回復傾向で推移しました。

このような状況下、当社グループは、持続的成長と働きがいのある会社を目指した中期経
営計画「Growth & Change 2018」をスタートしました。その一環として、スチールホイ
ール事業においてMW ITALIA S.R.L.との戦略的提携を強化するとともに、工業用ファスナ
ーの海外拠点の生産能力増強を図り、グローバル展開を加速しました。また、スチールホイ
ールの国内需要の減少等、経営環境の変化に対応するため、リンテックス株式会社の完全子
会社化に向けた検討を開始いたしました。加えて、需要に応じた生産体制の構築や生産性の
向上、省エネ等のコスト改善についても引き続き取り組んでまいりました。

当連結会計年度における当社グループの業績は、売上高2,082億３千７百万円（前期比
3.5％減）、営業利益71億８千万円（前期比28.2％減）、経常利益61億１千６百万円（前期
比30.5％減）となりました。親会社株主に帰属する当期純利益については、固定資産の譲渡
に伴う特別利益を計上したことにより、71億９千１百万円（前期比 322.9％増）となりまし
た。

－ 9 －

事業の経過及び成果
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２）セグメント別の状況
セグメント別売上高

セグメントの名称

平成27年度
（前連結会計年度）

（第122期）

平成28年度
（当連結会計年度）

（第123期）
前連結会計年度比

金 額 構 成 比 金 額 構 成 比 金 額 比 率
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

鉄 鋼 事 業 63,767 29.6 63,803 30.6 35 0.1
自 動 車 ･ 産 業 機 械 部 品 事 業 134,099 62.1 129,681 62.3 △4,417 △3.3
発 電 事 業 10,626 4.9 8,425 4.1 △2,200 △20.7
そ の 他 7,378 3.4 6,326 3.0 △1,051 △14.3
合 計 215,872 100.0 208,237 100.0 △7,635 △3.5

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

＜鉄鋼事業＞
電炉業界は、建設向けをはじめとした鋼材需要が期後半より回復基調で推移したため、

粗鋼生産量は前期を上回りました。一方、鋼材市況が低迷する中で、主原料である鉄スク
ラップ価格が期央より急騰する等、厳しい環境が続きました。

このような状況下、当社グループは、異形形鋼の需要開拓等に取り組み、販売数量が増
加したため、売上高は638億３百万円（前期比0.1％増）となりました。しかしながら、鉄
スクラップ価格の急騰に対応した販売価格の改善に努めたものの、鉄スクラップ価格との
値差が縮小したため、営業利益は28億８千２百万円（前期比40.1％減）となりました。

＜自動車・産業機械部品事業＞
自動車業界は、軽自動車の販売が低迷するとともに、トラックの輸出が減少したものの、

普通乗用車の国内外における販売が堅調に推移したため、国内生産台数は前期並みとなり
ました。また、米国の需要は高水準で推移しました。建設機械業界は、国内需要が減少し
たものの、中国市場では公共投資の増加により、回復傾向となりました。鉱山機械需要に
ついても回復の兆しが見られました。

このような状況下、当社グループは、建設機械用足回り部品の販売数量が中国向けを中
心に増加したものの、円高による影響に加え、トラック用ホイールの販売数量の減少等に
より、売上高は1,296億８千１百万円（前期比3.3％減）となりました。一方、建設機械用
足回り部品の販売数量増加や中国の生産拠点の集約、コスト改善の効果により、営業利益
は65億２千４百万円（前期比22.6％増）となりました。

－ 10 －
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＜発電事業＞
事業計画に沿って石炭火力発電による安定した電力供給を続けてまいりましたが、原油

及びＬＮＧ価格の急落に伴う電力販売価格の大幅な下落により、売上高は84億２千５百万
円（前期比20.7％減）となりました。一方、発電燃料である石炭価格の値下がりが小幅だ
ったため、営業利益は４億９千４百万円（前期比80.0％減）となりました。

＜その他＞
化粧品等に使われる合成マイカの製造販売、クローラーロボットの製作販売、屋内外サ

インシステム事業、土木・建築事業、「トピレックプラザ」（東京都江東区南砂）等の不
動産賃貸及びスポーツクラブ「OSSO」の運営等を行っております。売上高は63億２千６
百万円、営業利益は15億５千７百万円となりました。

３）設備投資の状況
　当連結会計年度において実施いたしました設備投資額は、98億７千４百万円であります。
その主なものは鉄鋼事業及び自動車・産業機械部品事業における生産性向上のための設備投
資です。

４）資金調達の状況
　平成26年12月にシンジケートローンによる長期借入（92億円）を実行いたしました。シ
ンジケートローンは、株式会社みずほ銀行をアレンジャーとする、複数の金融機関の協調融
資によるものです。当連結会計年度末における借入実行残高は92億円です。

５）対処すべき課題
当社グループは、2016年度から2018年度を実行期間とする中期経営計画「Growth & 

Change 2018」を推進し、事業の持続的な成長と働きがいのある会社を目指しております。
中期経営計画「Growth & Change 2018」の概要は、以下のとおりです。

⑴　基本方針
当社グループを取り巻く事業環境は、世界的には新興国を中心に自動車需要や鉄鋼需要

の拡大が期待される一方で、人口の減少や高齢化の進展等により国内需要の拡大は期待で
きないと見込まれます。また、回復が遅れている建設機械及び鉱山機械需要については、
先行き不透明感があるものの世界の人口増加や都市化率の上昇を背景に長期的には伸長し
ていくと予想されます。

中期経営計画「Growth & Change 2018」では、グローバルでの“成長”と高収益体質
への“変革”を引き続き推進し、自動車・産業機械部品事業を成長ドライバーと位置付け、
グローバルでの事業展開を加速することで、持続的な成長を目指します。また、独自技術
の新たな活用方法を創造し、新事業へ挑戦します。

－ 11 －
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⑵　重点テーマ
①　事業の持続的成長
②　社会からの信頼と共感
③　企業基盤の強化

⑶　数値目標及び計数計画
①　数値目標 2018年度 ②　計数計画 2018年度

売上高営業利益率 5.6％ 売上高 2,500億円
自己資本利益率（ROE） 7.7％ （海外売上高比率 31％）
総資産事業利益率（ROA） 6.1％ 営業利益 140億円
D/Eレシオ 0.60 親会社株主に帰属する当期純利益 85億円

⑷　セグメント別施策
＜鉄鋼事業＞

新製鋼工場の効果を最大限に発揮するとともに、当社グループの強みである異形形鋼
の製造技術と加工技術を生かした製品群で、新たな需要を開拓します。
＜自動車・産業機械部品事業＞

新興国を中心に世界の自動車需要が拡大するとともに、グローバル競争が熾烈化する
中で、自動車メーカーは共通プラットホーム化によるコスト削減を進めています。これ
に対応して世界のどこへでも共通設計のホイールを供給できるグローバル供給体制を拡
大・強化することにより、当社グループのプレゼンスを高めます。

建設機械用足回り部品については、海外の生産・物流拠点の拡充に加え、国内マザー
工場機能の強化により、グローバル供給体制の再構築を図ることで、新たな顧客開拓を
推進します。

また、工業用ファスナーは、グローバル生産拠点の相互補完等により、生産能力の増
強を図ることで、拡大する需要を確実に捕捉します。
＜発電事業＞

周辺環境との調和を最大限配慮した発電設備による、安定した稼働体制の維持及び電
気の安定供給に引き続き注力してまいります。
＜その他＞

長年培ってきた建設機械用足回り部品の製造技術を活用したクローラーロボットを、
災害対応や海底調査等の用途に展開するとともに、自動・自律走行が可能な革新的な移
動機構を実用化し、需要の拡大が期待されるサービス分野や農業分野への拡販を図りま
す。

また、電気炉の溶融技術を応用した合成マイカは、化粧品用途での更なる拡販を図る
とともに、食品包装フィルム等の工業用途へ拡販を図ります。

－ 12 －
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６）財産及び損益の状況の推移

区　　　　　分
平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

(第120期) (第121期) (第122期)
(当連結会計年度)
(第123期)

売 上 高 (百万円) 234,682 237,677 215,872 208,237

経 常 利 益 (百万円) 4,485 6,037 8,806 6,116

親会社株主に帰属する当期純利益 (百万円) 1,914 2,360 1,700 7,191

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 (円) 80.76 99.65 71.80 303.90

総 資 産 額 (百万円) 232,714 252,456 231,583 223,050

純 資 産 額 (百万円) 96,219 107,941 99,973 104,853
（注）１．平成25年度（第120期）は、政府の経済対策による円高の修正等に支えられ、わが国経済は緩やかな

回復が見られたものの、中国及び新興国の成長鈍化等により、世界経済は弱い回復が続きました。売
上高は増加いたしましたが、鉱山向け超大型ホイールの販売数量の減少及び建設機械用足回り部品の
競争激化の影響が大きく、利益は減少いたしました。

２．平成26年度（第121期）は、消費税率引き上げの影響により個人消費等には弱い動きが見られたもの
の、政府の経済対策等に支えられ、わが国経済は緩やかな回復が見られました。鋼材の適正な販売価
格の形成を図るとともに、需要に応じた生産体制の構築等に取り組み、利益を増加させることができ
ました。

３．平成27年度（第122期）は、企業収益の改善を背景とした設備投資の持ち直し等により、緩やかな回
復基調で推移したものの、個人消費や鉱工業生産等に弱い動きが続き、わが国経済は回復の踊り場感
が見られました。発電事業における特定規模電気事業者への電力供給の開始等に取り組み、経常利益
については増加したものの、中国の生産拠点の集約による特別損失の計上等により親会社株主に帰属
する当期純利益は減少いたしました。

４．平成28年度（当連結会計年度）の状況は、前記「１．企業集団の現況に関する事項」の１）、２）に
記載したとおりであります。

５．１株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数より保有する自己株式数（期中平均）を控除した
株式数に基づき算出しております。

６．平成28年10月１日を効力発生日として、普通株式10株につき１株の割合で株式併合を実施したため、
平成25年度（第120期）の期首に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり当期純利益を算定し
ております。

７．百万円単位の記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

－ 13 －

財産及び損益の状況の推移
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７）重要な親会社及び子会社の状況
⑴　親会社の状況

　該当事項はありません。
⑵　重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

ト ピ ー 実 業 株 式 会 社
百万円 ％ 鉄鋼原料、鋼材、自動車・建設機械部品の販

売480 100.0

ト ピ ー 海 運 株 式 会 社
百万円 ％

海運、陸運、倉庫業225 100.0

九 州 ホ イ ー ル 工 業 株 式 会 社
百万円 ％

自動車用ホイールの製造100 100.0

株 式 会 社 三 和 部 品
百万円 ％

建設機械部品の製造、販売200 100.0

ト ピ ー ア メ リ カ ,  I N C .
百万米ドル ％ 自動車用・産業車両用・建設機械用ホイール

及び建設機械部品の製造、販売63 100.0

福建トピー汽車零件有限公司
百万人民元 ％

自動車用ホイールの製造、販売194 100.0

トピー履帯（中国）有限公司
百万人民元 ％

建設機械部品の製造、販売606 100.0

トピー パリンダ マニファクチ
ャ リ ン グ  イ ン ド ネ シ ア

億ルピア ％
自動車用ホイールの製造、販売7,105 90.4

トピー・エムダブリュ・マニュファク
チャリング・メキシコS.A. DE C.V.

百万ペソ ％
自動車用ホイールの製造、販売867 95.0

８）主要な事業内容（平成29年３月31日現在）
セグメントの名称 主 要 製 品 ・ 事 業 内 容

鉄 鋼 事 業 一般形鋼、異形形鋼、Ｈ形鋼、異形棒鋼

自動車・産業機械部品事業 自動車用・産業車両用・建設機械用ホイール、プレス製品、建設機械用部
品、工業用ファスナー

発 電 事 業 電力卸販売

そ の 他 合成マイカ、クローラーロボット、屋内外サインシステム、土木・建築事
業、不動産賃貸、スポーツ施設の運営等

－ 14 －

重要な親会社及び子会社の状況、主要な事業内容
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９）主要な営業所及び工場（平成29年３月31日現在）
⑴ 本 店 東京都品川区大崎一丁目２番２号
⑵ 支 店

名 古 屋 支 店 名 古 屋 市 中 区 大 阪 支 店 大 阪 市 中 央 区
⑶ 生 産 拠 点

豊 橋 製 造 所 愛 知 県 豊 橋 市 豊 川 製 造 所 愛 知 県 豊 川 市
綾 瀬 製 造 所 神 奈 川 県 綾 瀬 市 神 奈 川 製 造 所 神奈川県茅ケ崎市

⑷ 研究開発拠点
技 術 セ ン タ ー 愛 知 県 豊 橋 市

⑸ 重要な子会社
ト ピ ー 実 業 株 式 会 社 東 京 都 品 川 区
ト ピ ー 海 運 株 式 会 社 愛 知 県 豊 橋 市
九 州 ホ イ ー ル 工 業 株 式 会 社 福 岡 県 京 都 郡 苅 田 町
株 式 会 社 三 和 部 品 茨 城 県 坂 東 市
ト ピ ー ア メ リ カ ,  I N C . 米 国  ケ ン タ ッ キ ー 州
福 建 ト ピ ー 汽 車 零 件 有 限 公 司 中 国  福 建 省
ト ピ ー 履 帯 （ 中 国 ） 有 限 公 司 中 国  山 東 省
トピー パリンダ マニファクチャリング インドネシア インドネシア 西ジャワ州
トピー・エムダブリュ・マニュファクチャリング・メキシコS.A. DE C.V. メキシコ グアナファト州

10）使用人の状況（平成29年３月31日現在）
⑴　企業集団の使用人の状況

セ グ メ ン ト の 名 称 使 用 人 数 前連結会計年度末比増減
鉄 鋼 事 業 891 (115)名 11 (3)名
自 動 車 ・ 産 業 機 械 部 品 事 業 3,289 (434)名 143 (△1)名
発 電 事 業 34 (0)名 2 (0)名
そ の 他 134 (36)名 △9 (△12)名
全 　 　 社 （ 共 　 　 通 ） 220 (2)名 13 (0)名
合 計 4,568 (587)名 160 (△10)名

（注）１．使用人数は就業員数であり、役員、顧問、嘱託、臨時従業員は含めておりません。
２．臨時従業員数は（　）内に年間の平均人員を外数で記載しております。
３．全社（共通）として記載されている使用人数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属し

ているものです。
⑵　当社の使用人の状況

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数
1,803名 △16名 40.3才 18.4年

（注）使用人数は就業員数であり、役員、顧問、嘱託、臨時従業員（計249名）は含めておりません。

－ 15 －

主要な営業所及び工場、使用人の状況
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11）当社の主な借入先の状況（平成29年３月31日現在）
借 入 先 借 入 額

百万円
シ ン ジ ケ ー ト ロ ー ン 9,200
株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 2,170
明 治 安 田 生 命 保 険 相 互 会 社 1,575
株 式 会 社 り そ な 銀 行 1,519
株 式 会 社 横 浜 銀 行 1,458
株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 1,320

（注）１．シンジケートローンは、株式会社みずほ銀行をアレンジャーとする、複数の金
融機関の協調融資によるものです。

２．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

２．会社の株式に関する事項（平成29年３月31日現在）
１）発行可能株式総数 88,300,000株

２）発行済株式の総数 24,077,510株

３）株主の総数 11,538名

４）大株主及びその持株数（上位10名）
株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

新 日 鐵 住 金 株 式 会 社 4,818,264株 20.45％
ト ピ ー フ ァ ン ド 1,001,910株 4.25％
明 治 安 田 生 命 保 険 相 互 会 社 975,134株 4.14％
株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 787,802株 3.34％
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 626,600株 2.66％
損 害 保 険 ジ ャ パ ン 日 本 興 亜 株 式 会 社 574,600株 2.44％
ト ピ ー 工 業 社 員 持 株 会 558,743株 2.37％
日 本 マ ス タ ー ト ラ ス ト 信 託 銀 行 株 式 会 社 （ 信 託 口 ） 539,900株 2.29％
DFA INTL SMALL CAP VALUE PORTFOLIO 533,100株 2.26％
み ず ほ 信 託 銀 行 株 式 会 社 489,300株 2.08％

（注）１．当社は、自己株式を519,519株保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。なお、自
己株式には、取締役等向け株式報酬制度に係る信託が所有する当社株式72,100株を含めておりませ
ん。

２．持株比率は自己株式を控除して計算しております。
３．トピーファンドは当社及び関係会社取引先持株会の名称です。

－ 16 －

当社の主な借入先の状況、会社の株式に関する事項
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３．新株予約権等の状況
該当事項はありません。

４．会社役員の状況
１）取締役及び監査役の状況（平成29年３月31日現在）

役 職 名 氏 名 委 嘱 職 掌 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長 藤 井 康 雄

取 締 役 副 社 長 東 彰 経営企画部、人事部、財務部管掌

取 締 役 副 社 長 石 井 泰 人
技術部、IoT推進部、安全管掌
福建トピー汽車零件有限公司監事、トピー パリンダ マニ
ファクチャリング インドネシア Komisaris

専 務 取 締 役 小 島 　 正
総務部管掌
トピーアメリカ, INC. Director、トピー・エムダブリュ・
マニュファクチャリング・メキシコ S.A. DE C.V. 
Director

取 締 役 井 上 　 毅
株式会社日本経済研究所代表取締役社長、株式会社価値総
合研究所代表取締役社長、三菱製紙株式会社社外監査役、
富士石油株式会社社外監査役

常 勤 監 査 役 山 本 　 勝

常 勤 監 査 役 小 川 幸 弘

監 査 役 川 端 雅 一 株式会社小森コーポレーション社外監査役、芙蓉オートリ
ース株式会社社外取締役

監 査 役 醬 油 和 男 公益財団法人明治安田クオリティオブライフ文化財団専
務理事

（注）１．取締役井上　毅氏は、社外取締役であります。
２．監査役川端雅一氏及び醬油和男氏は、社外監査役であります。
３．監査役川端雅一氏及び醬油和男氏は、金融機関において培った豊富な経験に基づく財務及び会計に関

する相当程度の知見を有しております。
４．当社は、取締役井上　毅氏ならびに監査役川端雅一氏及び醬油和男氏を東京・名古屋証券取引所の定

めに基づく独立役員として指定し、各証券取引所に届け出ております。
５．取締役副社長東彰氏は平成28年６月30日まで経営企画部、社員部、財務部管掌を、平成29年３月23

日までトピー履帯（中国）有限公司監事を務めておりました。取締役副社長石井泰人氏は平成28年６
月30日まで技術統括部、業務改革推進部、安全管掌を務めておりました。

６．当社と社外取締役及び社外監査役の重要な兼職先との間には、特別の関係はありません。

－ 17 －

新株予約権等の状況、会社役員の状況
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２）事業年度中に退任した取締役及び監査役
氏 名 退 任 日 退 任 事 由 退 任 時 の 役 職 名

結 城 康 郎 平成28年５月30日 逝　　去 取締役

三 津 間 　 　 　 健 平成28年６月23日 任期満了 常勤監査役

黒 崎 民 雄 平成28年６月23日 任期満了 常勤監査役

３）責任限定契約の内容の概要
当社は取締役（業務執行取締役等を除く。）及び各監査役との間で会社法第427条第１項

の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。
当該契約に基づく損害賠償責任限度額は、法令が規定する額としております。

４）取締役及び監査役の報酬等の総額
区 分 支 給 人 員 ( 名 ) 報酬等の額(百万円)

取 締 役 6 206

監 査 役 6 64

計
（ う 　 ち 　 社 　 外 　 役 　 員 ）

12
(6)

270
(32)

（注）１．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
２．取締役の報酬限度額は、平成27年６月25日開催の第121回定時株主総会において月額40百万円以内

（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。
３．監査役の報酬限度額は、平成24年６月28日開催の第118回定時株主総会において月額８百万円以内と

決議いただいております。

－ 18 －

会社役員の状況
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５）社外役員に関する事項
役 職 名 氏 名 主 な 活 動 状 況

取 締 役 井 上 　 毅
平成28年６月23日就任以降、当事業年度に開催された取締役会13回

すべてに出席いたしました。主に経営者として培った豊富な知識・経験
に基づく取締役会の意思決定における発言等による取締役会の意思決定
機能及び監督機能の強化に寄与しております。

監 査 役 川 端 雅 一

平成28年６月23日就任以降、当事業年度に開催された取締役会13
回、監査役会12回すべてに出席いたしました。主に金融機関において培
った豊富な知識・経験に基づく取締役会の意思決定の適法性・妥当性を
確保するための助言・提言や、監査役会における発言等による監査機能
の充実に寄与しております。

監 査 役 醬 油 和 男

平成28年６月23日就任以降、当事業年度に開催された取締役会13
回、監査役会12回すべてに出席いたしました。主に金融機関において培
った豊富な知識・経験に基づく取締役会の意思決定の適法性・妥当性を
確保するための助言・提言や、監査役会における発言等による監査機能
の充実に寄与しております。

５．会計監査人の状況
１）名称　　　　　新日本有限責任監査法人

２）報酬等の額
当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 61百万円
当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 75百万円

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の
監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る報酬等
の額にはこれらの合計額を記載しております。

２．監査役会は、会計監査人及び取締役その他社内関係部署からの説明等に基づき、当事業年度の監査計
画の内容、過年度の監査時間及び監査報酬の推移、報酬見積りの算出根拠等を検討した結果、会計監
査人の報酬等につき、会社法第399条第１項の同意を行っております。

３．当社の重要な子会社のうち在外子会社については、当社の会計監査人以外の公認会計士または監査法
人（外国におけるこの資格に相当する資格を有する者を含む）の監査を受けております。

３）非監査業務の内容
国際財務報告基準の導入に関する助言・指導業務及び再生可能エネルギーの固定価格買取

制度に伴う確認業務

４）会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められ、
会計監査人の職務の執行に重大な支障があると判断した場合には、株主総会に提出する会計
監査人の解任に関する議案の内容を決定いたします。
　なお、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認
められ、すみやかに解任する必要があると判断した場合は、監査役全員の同意に基づき、会

－ 19 －

会社役員の状況、会計監査人の状況
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計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集さ
れる株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。
　また、監査役会は、会計監査人の監査品質、品質管理、独立性、監査実施の有効性及び効
率性等を総合的に勘案し、他の会計監査人に変更することが合理的であると判断した場合、
株主総会に提出する会計監査人の不再任に関する議案の内容を決定いたします。

５）会計監査人が過去２年間に受けた業務停止処分
金融庁が平成27年12月22日付で発表した懲戒処分の概要
①　処分対象

新日本有限責任監査法人
②　処分内容

・契約の新規の締結に関する業務の停止　３月
（平成28年１月１日から同年３月31日まで）
・業務改善命令（業務管理体制の改善）

③　処分理由
・他社の財務書類の監査において、相当の注意を怠り、重大な虚偽のある財務書類を重

大な虚偽のないものとして証明したため。
・運営が著しく不当と認められたため。

６）責任限定契約の内容の概要
　該当事項はありません。

６．業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
１）業務の適正を確保するための体制（内部統制システム構築の基本方針）

　当社グループは、「トピー工業グループの存続と発展を通じて、広く社会の公器としての
責務を果たし、内外の信頼を得る。」を「グループ基本理念」とし、これに基づく具体的な
行動基準として、「グループ行動規範」を定め、企業行動の指針とする。
　また、業務の有効性及び効率性の向上や財務報告の信頼性確保、事業活動に関わる法令等
の遵守、資産の保全、その他当社グループの業務の適正を確保するため、以下の体制を構築・
運用するとともに、その継続的改善に努める。
⑴　取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

①　法令・企業倫理遵守の基本精神に則り、「グループ基本理念」及び「グループ行動規
範」を取締役及び使用人等全員へ周知する。

②　法令・企業倫理遵守を強化するために「リスクマネジメント委員会」を設置し、法令
等遵守の施策を推進する。

③　各部門の業務に関する法令一覧及び「グループ・コンプライアンスガイドブック」の
活用、研修・説明会の実施等を通じて、事業活動に係わるコンプライアンスに関する取
締役及び使用人等の責任を明確化し、社内規程を整備するとともに周知することで法令
等遵守を推進する。

－ 20 －
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④　内部通報に関する社内規程に従い、「グループ企業倫理相談室」及び「グループ・コ
ンプライアンス・ホットライン」を設置し、法令・企業倫理遵守に関する取締役、使用
人及び取引先等からの相談・通報への対応を行う。なお、これらの相談・通報について
は、秘密を厳守し、相談者・通報者に対し、当該相談・通報をしたことを理由として不
利益な取扱いをしない。

⑤　社長直轄の内部監査部を置き、各部門等の内部統制システムの構築及び運用状況を監
査する。

⑥　社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力は、警察及び外部の専門機関と常に連
携を取りながら断固として排除する。

⑵　当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
①　法令ならびに情報の保存及び管理に関する社内規程に従い、取締役の職務の執行に係

る情報の保存と管理を適切に行う。
②　取締役及び監査役が当該情報を常時閲覧できる状態に維持する。

⑶　当社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
①　リスクマネジメントに関する社内規程に従い、コンプライアンス、安全衛生・防災・

環境、品質欠陥、天災地変、その他重大な損失を被るリスクに対し、各部門が主体的・
継続的に取り組むことを基本とする。「リスクマネジメント委員会」は、その進捗状況
を定期的に把握・評価するとともに各部門へ助言等を行い未然防止に努める。

②　大規模災害等の緊急事態の発生に備え、事業継続計画を策定し、事業を維持・早期復
旧させるための体制を整備する。

③　経営上の影響が大きい緊急事態が発生した場合、社長を本部長とする「特別対策本部」
等を設置し、必要な対応を行う。

⑷　当社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
①　取締役会（原則月１回開催、必要のある場合随時開催）において、法令または定款で

定められた事項のほか、経営の基本方針をはじめ、「取締役会規程」に定める会社の重
要事項を決議する。

②　取締役会の審議が効率的に行われることを確保するため、取締役等で構成する経営会
議（原則週１回開催）において、取締役会決議事項の事前審議を行うとともに、業務執
行の方針・計画及び実施についても審議し、適正な経営判断を行う。

③　執行役員制度により経営の機能を「経営意思決定機能」と「業務執行機能」に区分し、
経営の活性化と効率化を図る。

⑸　当社グループにおける業務の適正を確保するための体制
　グループ会社の管理に関する社内規程に従い、当社グループが一体となった経営を行
うために以下の体制を整備し、その適切な運用を図るとともに、グループ各社に相応し
い内部統制システムの構築を指導する。
ⅰ　グループ各社より当該グループ会社の事業方針・計画、決算等経営状況について適

宜報告を受ける。
ⅱ　リスクマネジメントに関する社内規程に従い、グループ会社のリスクマネジメント

を推進する。

－ 21 －
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ⅲ　グループ各社に対する経営管理担当部署、経営管理業務及び事前協議事項を定め、
業績評価を事業年度ごとに実施するとともに、自律的な経営を促す。

ⅳ　法令・企業倫理遵守に係る当社体制をグループ各社に準用し、その施策を推進する
とともに、実施状況について把握・評価する。

⑹　当社の監査役の職務を補助すべき使用人に関する事項
①　監査役がその職務を補助すべき使用人を求めた場合には、必要に応じ、補助使用人を

置く。
②　当該補助使用人の人事等については、取締役と監査役が事前協議の上決定する。
③　当該補助使用人は監査役の指示の下で職務を補助する。

⑺　当社の監査役への報告に関する体制
①　当社の取締役及び使用人等は、監査役に対し、法定の事項に加え、内部監査部の活動

内容、常設委員会の活動内容、その他当社グループに重大な影響を及ぼす事項等につい
て報告する。

②　グループ会社の取締役、監査役及び使用人等は、当社の監査役に対し、法定の事項に
加え、職務の執行状況その他当社グループに重大な影響を及ぼす事項等について、直接
または当社関係部門を通じて報告する。

③　内部通報に関する社内規程に準じ、監査役に報告した者に対し、当該報告をしたこと
を理由として不利益な取り扱いをしない。

⑻　その他当社の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
①　監査役が取締役及び使用人等の重要な意思決定の過程及び業務の執行状況を把握する

ために、取締役会、その他の重要な会議に出席し、業務執行に関する重要な文書等を閲
覧し、必要に応じ、取締役または使用人等にその説明を求めることができる。

②　代表取締役は監査役との定期的な意見交換会を開催する。
③　監査役が外部の専門家から監査業務に関する助言を受ける機会を確保する。
④　監査役の職務執行に必要な費用は予算計上し、社内規程に従い、前払いまたは事後償

還請求に応じる。

２）業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
⑴　内部統制システム全般

当社の内部監査部が、年間の監査方針及び監査計画に基づいて、会社法及び金融商品取
引法の内部統制に関する当社グループのモニタリングを行っております。

⑵　コンプライアンス体制
「グループ基本理念」及び「グループ行動規範」を定め、ウェブサイト、社内報、グル

ープ・コンプライアンスガイドブック等を用いて、当社グループの役員及び従業員へ周知
しております。また、当社のリスクマネジメント委員会の主導の下、当社の各部門及びグ
ループ各社は、コンプライアンスの徹底についての年間活動計画を策定し、改善活動を推
進するとともに、情報共有を行っております。加えて、当社の主管部門等が、当社グルー

－ 22 －
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プの各階層に対する各種のコンプライアンス教育を実施しております。
内部通報制度については、「グループ企業倫理相談室およびグループ・コンプライアン

ス・ホットライン規程」に秘密の厳守及び相談・通報者が不利益を受けない旨を規定する
とともに、外部の弁護士事務所にも受付窓口を設けております。

⑶　リスク管理体制
当社のリスクマネジメント委員会が主導して、当社の各部門及びグループ各社が、リス

クマネジメントに関わる年間活動計画を策定し、改善活動を推進しております。また、当
社グループにおいて、リスクマネジメントに関わる事案が発生あるいは発生のおそれがあ
る場合は、リスクマネジメント委員会等に報告され、リスクマネジメント体制を通じて、
適宜指導を行っております。

大規模災害等の緊急事態への対応については、事業継続計画を策定するとともに、建物
及び生産設備の耐震化、災害発生を想定した定期的な訓練等を行っております。

⑷　取締役の職務執行
取締役会は、法令または定款で定められた事項のほか、「取締役会規程」で定める会社

の重要事項を決議しております。また、業務執行取締役等で構成する経営会議において、
取締役会決議事項の事前審議を行うとともに、経営会議に出席していない社外取締役へは
事前説明を行っております。加えて、「取締役会付議書の作成に関する細則」を定めて運
用する等、取締役会の審議の効率化と意思決定の合理性の確保に務めております。

⑸　グループ会社の経営管理
「グループ会社管理規程」に基づいて、当社の主管部門がグループ各社から事業方針、

計画、決算等について適宜報告を受け、重要事項については経営会議または取締役会にお
いて決裁しております。また、グループ各社の自律的な経営を促すとともに、グループ各
社の業績やリスクマネジメントの状況等を評価項目とした経営健全度評価を年度ごとに実
施し、この結果に基づいて、当社の主管部門がグループ各社への指導・支援を行っており
ます。

⑹　監査役の監査
監査役は、取締役会、その他重要な会議及び常勤監査役による経営会議への出席等を通

じて、内部監査部やリスクマネジメント委員会等の活動内容、その他当社グループに重要
な影響を及ぼす事項等について報告を受けております。また、代表取締役と監査役との定
期的な意見交換会を開催しております。

当社グループにおいて、リスクマネジメントに関わる事案が発生あるいは発生するおそ
れがある場合は、「グループ・リスクマネジメント規程」に基づいて監査役へも報告して
おります。また、「グループ企業倫理相談室およびグループ・コンプライアンス・ホット
ライン規程」に基づいて、内部通報について監査役へ報告する体制を整備しております。

－ 23 －
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７．会社の支配に関する基本方針
１）基本方針の内容の概要

当社は上場会社であるため、当社の株式は、株主・投資家の皆様によって自由に取引がで
きるものです。したがいまして、当社は、当社の株式に対する大規模な買付行為につきまし
ても、これを一概に否定するものではありません。大規模な買付行為の提案に応じるべきか
否かの判断は、当社の経営を誰に委ねるべきかという問題に関連しますので、最終的には、
個々の株主の皆様の自由な意思によってなされるべきであると考えます。

しかしながら、近年、わが国の資本市場においては、対象となる企業の経営陣との協議や
合意のプロセスを経ることなく、いわば敵対的に、突如として一方的に大規模な株式の買付
行為を強行するといった動きが顕在化しつつあります。このような一方的な大規模な買付行
為の中には、株主の皆様に対して当該買付行為に関する十分な情報が提供されず株主の皆様
に株式の売却を事実上強要するおそれがあるものや、株主の皆様が当該買付行為の条件・方
法等について検討し、また、当社取締役会が代替案の提示等を行うために必要かつ十分な時
間を確保することができないもの、その他真摯に合理的な経営を行う意思が認められないも
の等当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を著しく損なう買付行為もあり得るも
のです。

当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社の企業理念、当社の企業
価値の様々な源泉及び当社を支える各利害関係者との信頼関係を十分に理解した上で、当社
の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を中長期的に確保し、または向上させることを
真摯に目指す者でなければならないと考えております。したがいまして、上記のような当社
の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を著しく損なう大規模な買付行為を行う者は、
当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として不適切であると考えます。

２）基本方針の実現に資する特別な取り組みの概要
当社は、多数の投資家の皆様に中長期的に継続して当社に投資していただくため、当社の

企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を向上させるための取り組みとして、それぞれの
事業部門が培ったノウハウを複数の事業部門が共有することによってつくり上げた独創性あ
ふれる技術・技能と、それを用いた高付加価値製品を展開するとともに、経営の健全性・透
明性・効率性等の観点から当社に相応しいガバナンス体制を整備しております。

－ 24 －
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３）基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されるこ
とを防止するための取り組みの概要
当社は、当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を確保しまたは向上させること

を目的として、いわゆる買収防衛策（以下「本対応方針」といいます。）を導入しておりま
す。

本対応方針の概要は、当社の株券等を20％以上取得しようとする大規模買付者に対して、
大規模買付行為に関する必要な情報の事前の提供、取締役会によるその内容の評価・検討等
に必要な時間の確保等、本対応方針に定める大規模買付ルールに従うことを求め、大規模買
付者が大規模買付ルールに従わない場合や、大規模買付ルールに従っても当該大規模買付行
為が当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を著しく損なうものであると明白に認
められる場合に対抗措置を発動できるとするものです。

上記２）及び本３）の内容の詳細につきましては、下記の当社ウェブサイトをご参照くだ
さい。
　　http://www.topy.co.jp/stock/policy/index.html

４）上記２）の取り組みについての取締役会の判断
当社は、多数の投資家の皆様に中長期的に継続して当社に投資していただくため、当社の

企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を向上させるための取り組みとして、上記２）の
取り組みを実施しております。上記２）の取り組みの実施を通じて、当社の企業価値ひいて
は株主の皆様の共同の利益を向上させ、それを当社の株式の価値に適正に反映させていくこ
とにより、上記のような当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を著しく損なう大
規模な買付行為は困難になるものと考えられ、上記２）の取り組みは、上記１）の基本方針
に資するものであると考えております。

したがいまして、上記２）の取り組みは上記１）の基本方針に沿うものであり、株主の皆
様の共同の利益を損なうものではなく、また、当社の役員の地位の維持を目的とするもので
はないと考えております。

５）上記３）の取り組みについての取締役会の判断
上記３）の取り組みは、十分な情報の提供と十分な検討等の時間の確保の要請に応じない

大規模買付者及び当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を著しく損なう大規模買
付行為を行いまたは行おうとする大規模買付者に対して、対抗措置を発動できることとして
います。

－ 25 －

会社の支配に関する基本方針
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したがいまして、上記３）の取り組みは、これらの大規模買付者による大規模買付行為を
防止するものであり、上記１）の基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事
業の方針の決定が支配されることを防止するための取り組みであります。また、上記３）の
取り組みは、当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を確保しまたは向上させるこ
とを目的として、大規模買付者に対して、当該大規模買付者が実施しようとする大規模買付
行為に関する必要な情報の事前の提供及びその内容の評価・検討等に必要な時間の確保を求
めるために実施されるものです。さらに、上記３）の取り組みにおいては、株主意思の重視
（株主総会決議による導入、株主意思確認総会による発動及びサンセット条項（注）)、合理
的かつ客観的な対抗措置発動要件の設定、特別委員会の設置等の当社取締役会の恣意的な判
断を排し、上記３）の取り組みの合理性を確保するための様々な制度及び手続が確保されて
いるものであります。

したがいまして、上記３）の取り組みは上記１）の基本方針に沿うものであり、株主の皆
様の共同の利益を損なうものではなく、また、当社の役員の地位の維持を目的とするもので
はないと考えております。

　（注）買収防衛策の導入後、定期的に株主総会の承認を確保する条項をいいます。

８．剰余金の配当等の決定に関する方針
当社の利益配分に関する基本方針は、連結業績に応じた株主への利益還元と今後の事業展開

及び企業体質強化に向けた内部留保の充実です。内部留保につきましては、長期的かつ安定的
な事業展開を図るための新規事業投資及び新技術・新製品の開発に充当し、企業体質・国際競
争力の強化に努めます。連結業績に応じた利益還元の指標は、連結配当性向30～35％を目安と
いたしますが、安定的な配当継続にも十分な考慮を払ったうえで決定いたします。

当連結会計年度の期末配当金につきましては、利益配分に関する基本方針及び平成29年３月
までを取得期間とする488,200株（株式の取得価額の総額14億９千９百万円）の自己株式の取
得による株主還元を勘案し、平成29年５月22日の取締役会決議により１株当たり70円とさせ
ていただきます。すでに平成28年12月６日に実施済みの中間配当金１株当たり１円を、平成
28年10月１日を効力発生日として普通株式10株につき１株の割合で実施いたしました株式併
合を踏まえて換算した場合、年間配当金は１株当たり80円となります。

－ 26 －

会社の支配に関する基本方針、剰余金の配当等の決定に関する方針
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連 結 貸 借 対 照 表
（平成29年３月31日現在）

（単位：百万円）
科 目 金 額 科 目 金 額

資　産　の　部 負　債　の　部
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金
受 取 手 形 及 び 売 掛 金
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物
機 械 装 置 及 び 運 搬 具
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定
そ の 他

無 形 固 定 資 産
投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券
長 期 貸 付 金
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

94,154
16,579
43,781
12,337
4,310
9,915
1,530
5,728
△28

128,895
95,663
29,296
45,298
15,499
1,910
1,849
1,808
1,722

31,510
27,272

626
1,025
2,681
△94

流 動 負 債 65,218
支 払 手 形 及 び 買 掛 金 20,499
電 子 記 録 債 務 12,348
短 期 借 入 金 16,503
一 年 以 内 償 還 予 定 社 債 3,300
リ ー ス 債 務 604
未 払 法 人 税 等 738
そ の 他 11,224

固 定 負 債 52,977
社 債 20,800
長 期 借 入 金 15,227
リ ー ス 債 務 1,765
繰 延 税 金 負 債 789
執行役員退職慰労引当金 195
定 期 修 繕 引 当 金 305
退 職 給 付 に 係 る 負 債 11,031
資 産 除 去 債 務 177
そ の 他 2,683

負 債 合 計 118,196
純 資 産 の 部

株 主 資 本 97,801
資 本 金 20,983
資 本 剰 余 金 18,625
利 益 剰 余 金 59,922
自 己 株 式 △1,728

その他の包括利益累計額 6,149
その他有価証券評価差額金 6,610
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △14
為 替 換 算 調 整 勘 定 332
退職給付に係る調整累計額 △778

非 支 配 株 主 持 分 902
純 資 産 合 計 104,853

資 産 合 計 223,050 負 債 ・ 純 資 産 合 計 223,050

－ 27 －
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連 結 損 益 計 算 書
(平成28年 4 月 1 日から
平成29年 3 月31日まで)

（単位：百万円）
科 目 金 額

売 上 高 208,237
売 上 原 価 173,350

売 上 総 利 益 34,886
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 27,706

営 業 利 益 7,180
営 業 外 収 益

受 取 利 息 77
受 取 配 当 金 619
持 分 法 に よ る 投 資 利 益 81
そ の 他 400 1,179

営 業 外 費 用
支 払 利 息 802
そ の 他 1,440 2,243
経 常 利 益 6,116

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 7,104
投 資 有 価 証 券 売 却 益 54
そ の 他 38 7,197

特 別 損 失
固 定 資 産 売 却 損 890
固 定 資 産 除 却 損 779
事 業 再 編 損 300
減 損 損 失 356
そ の 他 89 2,415

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 10,897
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,750
法 人 税 等 調 整 額 1,719 3,469
当 期 純 利 益 7,427
非支配株主に帰属する当期純利益 236
親会社株主に帰属する当期純利益 7,191

－ 28 －

連結損益計算書
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連結株主資本等変動計算書
(平成28年 4 月 1 日から
平成29年 3 月31日まで)

（単位：百万円）
株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計
当 期 首 残 高 20,983 18,824 54,152 △931 93,028
当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △1,421 △1,421
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 7,191 7,191

自 己 株 式 の 取 得 △1,663 △1,663
自 己 株 式 の 処 分 △65 865 800
非支配株主との取引に係る
親 会 社 の 持 分 変 動 △133 △133

株主資本以外の項目の当期
変 動 額 ( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 － △198 5,770 △797 4,773
当 期 末 残 高 20,983 18,625 59,922 △1,728 97,801

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
非支配株
主 持 分 純資産合計その他有

価証券評
価差額金

繰延ヘッジ
損 益

為替換算
調整勘定

退職給付
に係る調
整累計額

そ の 他 の
包 括 利 益
累計額合計

当 期 首 残 高 4,995 △13 1,927 △1,044 5,865 1,080 99,973
当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △1,421
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 7,191

自 己 株 式 の 取 得 △1,663
自 己 株 式 の 処 分 800
非支配株主との取引に係る
親 会 社 の 持 分 変 動 △133

株主資本以外の項目の当期
変 動 額 ( 純 額 ) 1,614 △0 △1,594 265 284 △178 106

当 期 変 動 額 合 計 1,614 △0 △1,594 265 284 △178 4,880
当 期 末 残 高 6,610 △14 332 △778 6,149 902 104,853

－ 29 －

連結株主資本等変動計算書
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貸　借　対　照　表
(平成29年３月31日現在）

（単位：百万円）
科 目 金 額 科 目 金 額

資　産　の　部
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
売 掛 金
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
短 期 貸 付 金
未 収 入 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
車 両 運 搬 具
工 具 ・ 器 具 及 び 備 品
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定
そ の 他

無 形 固 定 資 産
投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
関 係 会 社 出 資 金
長 期 貸 付 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

56,626
5,260
1,540

28,444
5,965
1,743
6,799

255
737
224

5,149
530

△25
117,498
61,743
17,540
2,955

30,881
170
545

7,856
1,098

693
0

738
55,016
19,427
27,527
6,147

22
1,912
△19

負　債　の　部
流 動 負 債 51,229

支 払 手 形 371
買 掛 金 15,390
電 子 記 録 債 務 10,613
短 期 借 入 金 4,300
一年以内返済予定長期借入金 4,278
一 年 以 内 償 還 予 定 社 債 3,000
リ ー ス 債 務 322
未 払 金 3,941
未 払 費 用 1,847
前 受 金 287
預 り 金 6,056
そ の 他 819

固 定 負 債 44,988
社 債 20,000
長 期 借 入 金 13,092
リ ー ス 債 務 780
繰 延 税 金 負 債 949
退 職 給 付 引 当 金 7,478
執行役員退職慰労引当金 195
資 産 除 去 債 務 125
長 期 預 り 金 2,037
そ の 他 328

負 債 合 計 96,218
純 資 産 の 部

株 主 資 本 71,769
資 本 金 20,983
資 本 剰 余 金 18,758

資 本 準 備 金 18,528
そ の 他 資 本 剰 余 金 230

利 益 剰 余 金 33,750
そ の 他 利 益 剰 余 金 33,750

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 247
繰 越 利 益 剰 余 金 33,502

自 己 株 式 △1,723
評 価 ・ 換 算 差 額 等 6,138

その他有価証券評価差額金 6,138
純 資 産 合 計 77,907

資 産 合 計 174,125 負 債 ・ 純 資 産 合 計 174,125

－ 30 －

貸借対照表



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

計
算
書
類

監
査
報
告

株
主
総
会
参
考
書
類

2017/05/25 15:29:28 / 16267653_トピー工業株式会社_招集通知（Ｃ）

損　益　計　算　書
(平成28年 4 月 1 日から

平成29年 3 月31日まで)
（単位：百万円）

科 目 金 額
売 上 高 122,501
売 上 原 価 105,724

売 上 総 利 益 16,776
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 14,282

営 業 利 益 2,493
営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 2,860
そ の 他 415 3,276

営 業 外 費 用
支 払 利 息 276
社 債 利 息 202
そ の 他 469 947
経 常 利 益 4,822

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 7,046
そ の 他 21 7,067

特 別 損 失
固 定 資 産 売 却 損 1,554
固 定 資 産 除 却 損 684
事 業 再 編 損 907
そ の 他 57 3,203

税 引 前 当 期 純 利 益 8,686
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 532
法 人 税 等 調 整 額 1,477 2,009
当 期 純 利 益 6,677

－ 31 －

損益計算書
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株主資本等変動計算書
(平成28年 4 月 1 日から

平成29年 3 月31日まで)
（単位：百万円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本
合 計資本準備金 そ の 他

資本剰余金
資本剰余金
合 計

その他利益剰余金
利益剰余金
合 計固 定 資 産

圧縮積立金
繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 20,983 18,528 295 18,824 253 28,239 28,493 △925 67,375
当 期 変 動 額

固定資産圧縮積立金の取崩 △6 6
剰 余 金 の 配 当 △1,421 △1,421 △1,421
当 期 純 利 益 6,677 6,677 6,677
自 己 株 式 の 取 得 △1,663 △1,663
自 己 株 式 の 処 分 △65 △65 865 800
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 － － △65 △65 △6 5,262 5,256 △797 4,393
当 期 末 残 高 20,983 18,528 230 18,758 247 33,502 33,750 △1,723 71,769

評 価 ・ 換 算 差 額 等
純 資 産 合 計その他有価証券

評 価 差 額 金
評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当 期 首 残 高 4,606 4,606 71,981
当 期 変 動 額

固定資産圧縮積立金の取崩
剰 余 金 の 配 当 △1,421
当 期 純 利 益 6,677
自 己 株 式 の 取 得 △1,663
自 己 株 式 の 処 分 800
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 ( 純 額 ) 1,531 1,531 1,531

当 期 変 動 額 合 計 1,531 1,531 5,925
当 期 末 残 高 6,138 6,138 77,907

－ 32 －

株主資本等変動計算書
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連結計算書類に係る会計監査報告
独立監査人の監査報告書

平成29年５月15日
トピー工業株式会社

取 締 役 会　御 中
新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 麻 生 和 孝 ㊞
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 耕 田 一 英 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、トピー工業株式会社の平成28年４月１日から平成
29年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主
資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を
作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意見
を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して
監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的
な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監
査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に
基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算
書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及び
その適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討す
ることが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠して、トピー工業株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損
益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

－ 33 －

連結計算書類に係る会計監査報告
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計算書類に係る会計監査報告
独立監査人の監査報告書

平成29年５月15日
トピー工業株式会社

取 締 役 会　御 中
新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 麻 生 和 孝 ㊞
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 耕 田 一 英 ㊞

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、トピー工業株式会社の平成28年４月１日か
ら平成29年３月31日までの第123期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等
変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びそ

の附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計
算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用
することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細

書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の
基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示
がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施すること
を求めている。

監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が
実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重
要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意
見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手
続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。ま
た、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も
含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業

会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要
な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

－ 34 －

計算書類に係る会計監査報告
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監査役会の監査報告
監　査　報　告　書

　当監査役会は、平成28年４月１日から平成29年３月31日までの第123期事業年度の取締役の職務の執行に
関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告い
たします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
⑴　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告

を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説
明を求めました。

⑵　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締
役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとと
もに、以下の方法で監査を実施しました。
①　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を

受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及
び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎
通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体
制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして
会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該
決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築
及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③　事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第3号イの基本方針及び同号ロの各取組みにつ
いては、取締役会その他における審議の状況等を踏まえ、その内容について検討を加えました。

④　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するととも
に、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、
会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条
各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従
って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益
計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照
表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

－ 35 －

監査役会の監査報告
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２．監査の結果
⑴　事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認め
ます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められま
せん。

③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制シス
テムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められま
せん。

④　事業報告に記載されている会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方
針については、指摘すべき事項は認められません。事業報告に記載されている会社法施行規則第118
条第３号ロの各取組みは、当該基本方針に沿ったものであり、当社の株主共同の利益を損なうもので
はなく、かつ、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではないと認めます。

⑵　計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

⑶　連結計算書類の監査結果
　会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成29年５月19日
トピー工業株式会社　監査役会
常勤監査役 山 本 　 勝 ㊞
常勤監査役 小 川 幸 弘 ㊞
監査役（社外監査役） 川 端 雅 一 ㊞
監査役（社外監査役） 醬 油 和 男 ㊞

以　上

－ 36 －

監査役会の監査報告
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